
京都市建築物耐震改修促進計画（案）に対する市民の御意見の概要とそれに対する市の考え方

分類
番号 分類 御意見の概要 御意見に対する市の考え方

計画へ
の記載

計画の対象は，「住宅，特定建築物，市有建築物で，
昭和５６年５月３１日以前に着工され，現在の建築基
準法等の耐震関係規定に適合していないもの」として
いるが，木造住宅，特に３階建て木造住宅は５６年で
は不十分。

阪神・淡路大震災で大きな被害を受け
た住宅・建築物の多くは，昭和５６年
５月３１日以前に着工された，いわゆ
る新耐震基準に適合していない住宅・
建築物であったため，これらを計画の
対象としています。
なお，新耐震基準を満たす住宅・建築
物の耐震対策についても，建物の維
持・管理に関する普及・啓発等の取組
においては，対象に含めて考えていま
す。

記載済

計画の対象は，新耐震基準以降の建物でも，経年劣化
などで阪神大震災時に大きな被害が出ていることが
「計画（案）」でも指摘されており，昭和５６年以降
の建物も対象にした支援策を作ることが必要。

同上 記載済

家を丸ごとガチガチにするのではなく，シェルター的
な空間を確保していく「耐震」もあって良いのではな
いか。今回の支援策の中には「部分的な補強工事に対
する支援」と記載してあるが，この部分をもう少し具
体的に打ち出していくことが重要ではないか。

本計画（案）に記載したとおり，「部
分的な補強工事に対する支援」は，減
災に有効な方策であると考えており，
今後，支援を検討して参ります。

　－

耐震改修に多大な費用が必要なため，耐震化が進まな
い現状がある。改修後，耐震診断総合評点が１．０未
満であっても，支援策を考えるとしているが，有効で
あり，その具体化が求められる。寝室などの部分改修
の支援策も有効な手段である。

本計画（案）に記載したとおり，「段
階的な耐震改修に対する支援」や「部
分的な補強工事に対する支援」は，減
災に有効な方策と考えており，今後，
支援を検討して参ります。

記載済

震度６強～７の大地震でも倒壊しないようにする耐震
改修では，劣化が著しい家屋の改修費は多額を要する
ため，耐震改修が進まない一因になっている。このた
め，段階的な耐震改修や部分的工事も支援対象とすれ
ば，実態に即した施策につながるのではないか。

同上 記載済

耐震改修制度については，「一定期間内に」「最終的
に評点１．０を満たす」にとらわれず，また「複数回
での改修だから，部分補強だから」と，現行助成額の
何分の一と助成額を低減させるのではない思い切った
施策を行うことが求められている。

同上 　－

「年金で生活し貯蓄も十分でない高齢者のように耐震
改修にお金をかけられないケース」（Ｐ１９）に対
し，明確に支援策を打ち出していただきたい。
一例・２２ページの「部分的補強工事に対する支援」
がそれに該当する場合は，２行目の最初の本文を
「・・高齢者・乳幼児等・・・」にする。

「部分的な補強工事に対する支援」に
ついて，高齢者等を対象とする記述を
追記します。

新たに
「高齢
者や障
害のあ
る人」
の記述
を入れ
る

老朽化した家屋がかなり密集している歴史的市街地で
は，住宅個別だけを対象とするのではなく，一団の住
宅，もしくは両側町，街区を対象とした「連担耐震」
という手法も考えられるのではないか。こういった
ケースであれば，災害の際の避難路やシェルターの確
保も併せて考えられる。

ご指摘のとおり，住宅単体でなく地区
全体で建物の耐震性能を高めていくこ
とが重要です。本計画（案）において
は，「各地域における耐震化の普及・
啓発の取組」の中に位置付け，学区ぐ
るみでの耐震化に関する具体的取組の
展開等の中で検討して参ります。

記載済

2 住宅への支
援策につい
て

計画の対象
について
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分類
番号 分類 御意見の概要 御意見に対する市の考え方

計画へ
の記載

2 住宅への支
援策につい
て

一般に改修という工事は頻度は少なく，１０年に１回
程度あればよいようなペースの行為である。一方，防
火性の向上と耐震性の向上は非常に強い関連性があ
り，京都のように市街地に老朽化した木造が密集して
いる地域では，都市防災上，耐震改修と共に防火改修
が重要課題となっており，防火改修と耐震改修のセッ
トの促進のための施策を導入していただきたい。
例えば，市街地景観整備条例関連や（財）京都市景
観・まちづくりセンターのファンドのように，各種既
存建物の改修・修繕等に補助・助成を出す場合は，耐
震改修・防火改修を義務付けることを検討していただ
きたい。

ご指摘のとおり，都市防災上，耐震改
修と防火改修は共に重要な課題であ
り，また，景観対策，バリアフリー
化，環境配慮等もそれぞれの施策の中
で重要な課題です。今後，各種施策を
推進するに当たって，耐震改修と防火
改修が促進されるよう，施策間相互の
連携を強化して参ります。

　－

宅地と建物の耐震対策はセットで考える必要がある中
で，現案は，宅地に関しては，擁壁の安全対策の支援
のみに限定されているが，支援対象の宅地のメニュー
として，断層付近の宅地や河川周辺の堆積地等の宅地
等，大地震時に大きな被害が予想される宅地も対象に
含めて支援対象を充実させていただきたい。

本計画（案）において，宅地の耐震化
については，一般的な対策として，ま
ず，擁壁の安全対策が重要であると考
えております。ご指摘の大地震時に被
害が予想される宅地の安全性の確保に
ついては，京都市地域防災計画の中で
地盤災害防止計画として定めておりま
す。また，平成１５年度に消防局が策
定した第３次地震被害想定に基づき，
平成１６年度には，地震による京都市
各地域の震度や被害予測などを示した
防災マップを作成し，市民の皆様への
情報提供と注意喚起を行っています。

　－

「京都市木造住宅耐震診断士派遣事業」をさらに充実
させるためにも，診断士の増員も含めて，体制の強化
と待遇の改善が必要。

「京都市木造住宅耐震診断士派遣事
業」については，多くの方々の御利用
をいただいており，一定の成果を上げ
ているところですが，今後とも同事業
の充実に向けて，検討を進めて参りま
す。

記載済

マンションへの支援については，もともと大規模修繕
に関して住民の合意という点で大きな問題を抱えてお
り，行政の積極的な支援が求められている。マンショ
ンの耐震診断への助成制度が今年度できたが，耐震改
修の助成制度も作る必要がある。

本計画（案）において「分譲共同住宅
（マンション）の耐震改修の支援」の
検討を位置付けており，今後具体的な
検討を進めます。

記載済

マンションの現状や改修，建て替え等に関する検討は
行ったか。

本計画（案）において「分譲共同住宅
（マンション）の耐震改修の支援」の
検討を位置付けております。

　－

京都市耐震改修助成促進事業の対象地域は，限定する
のでなく，市民の安全を考えれば全市域を対象とする
ことが必要。

本計画（案）において，既存の「京都
市耐震改修促進助成事業」の更なる活
用を位置付けており，今後具体的な検
討を進めます。

　－

リフォーム時にあわせて耐震工事を行えるよう情報提
供を行なう，としているが，リフォーム工事そのもの
を誘導するために，耐震に限らないリフォーム工事へ
の助成制度の創設が有効である。

住宅リフォームの支援策として，既に
「京都市あんぜん住宅改善資金融資制
度」があります。

　－

改築に対する支援も必要。
・補強不可能又は補強すれば使用にたえない建物
・改築により現状より京都市条例で小さくなる建物
・同じ場所又は別の場所に対する配慮

耐震性が不足する住宅を建て替える場
合には，「京都市あんぜん住宅改善資
金融資制度」を利用していただくこと
ができます。また，既存建物を耐震改
修される場合には，耐震改修促進法の
認定を取得することにより，耐震関係
規定以外の不適格事項について，特例
が受けられる場合があります。

　－
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分類
番号 分類 御意見の概要 御意見に対する市の考え方

計画へ
の記載

2 住宅への支
援策につい
て

京町家を含む伝統構法の特性を活かした耐震診断・改
修手法については，全体として未解明な部分が多い
中，市が開発したマニュアルを実務に適用した場合，
様々な課題がでてくることが予想され，それらを追跡
調査して，より精度の高い，使いやすいものに整備し
ていくための継続的な検証作業が不可欠である。民間
等による各種研究開発や耐震改修の普及活動について
も，有効な取組については支援が必要。

本市が整備した「京町家向けの耐震診
断手法」については，今後，必要に応
じて見直し等を検討します。また，民
間等による各種研究開発や耐震改修の
普及活動に対する支援については，国
等との役割分担を踏まえ，耐震化を促
進するための環境整備の取組の中で検
討して参ります。

　－

3 耐震化に関
する意識啓
発及び知識
の普及に関
する取組に
ついて

（案）は地震による被害を強調し，必要なことは漠然
と理解可能かもしれないが，もっと具体的に資料を提
示する必要がある。診断の必要性を市民にもっと理解
させるよう努めてください。また，まず診断をしない
とどのような改修方法があるかわからないと考える。
診断から始まるわかり易い改修シミュレーションの公
開が必要。

耐震診断や耐震改修を促進するため，
市民に分かりやすい各種リーフレット
を作成しており，今後とも，診断から
改修までの流れを理解していただける
よう，様々な機会を通じて，周知に努
めて参ります。

記載済

京町家の耐震改修の促進のためには，市が独自に開発
した京町家耐震診断・改修マニュアルについて，一般
建築実務者向けの継続的な講習会を今年度からスター
トすることが肝要でその際には関連性の深い耐震改修
と防火改修のセットの講習会とすることが有効。

京町家の耐震改修を促進するため，市
民向け，建築実務者向けの講習会や，
防火改修等とのセットの講習会など，
多様な講習会の開催を検討して参りま
す。

　－

4 市有建築物
の耐震化に
ついて

市役所の耐震性能の情報を公開するとともに今後の対
応方針を明らかにするべきである。

市役所本庁各庁舎の耐震性能について
は，その数値について既に市会にも報
告し，公表しています。
耐震化の方向性については，現在，検
討を進めているところです。

　－

5 計画の進行
管理につい
て

耐震促進は都市計画の重要事項であり，建築指導課だ
けの問題ではない。現実に具体的に（案）をつめてく
ださい。

本計画（案）は，学識経験者を含め，
全庁的に検討を行ってとりまとめたも
のです。今後，本計画（案）に沿っ
て，全庁をあげて，様々な耐震化対策
を検討・実施していきたいと考えてい
ます。また，本計画（案）の進捗状況
を毎年確認するとともに，必要に応じ
て計画の見直しを行って参ります。

記載済

今後９年弱の間に７．７万戸の住宅の耐震改修が必要
とあるが，全体を概読してもこの目標を達成すること
は非常に厳しいように思える。この目標を掲げる以上
は，目標をある程度達成できるような説得力のある計
画を検討・提示していただきたい。

耐震化率は，国の方針を踏まえて，目
指すべき指標として９０％を掲げてい
ます。容易に達成できる数値ではあり
ませんが，「目指すべき指標として耐
震化率９０％を掲げ，住宅・建築物の
耐震性向上を着実に進めることで，安
全安心のすまいづくり，まちづくりを
実現すること」が重要であると考えて
います。

　－

都市計画局のすべての部署・消防との協議を行い，現
実に通用する耐震促進方針を市民わかり易い方法で市
民に知らしめてください。

本計画（案）は，耐震化の現状を調
査・分析のうえ，学識経験者及び関係
部局により構成する検討委員会で議論
を重ね，全庁的に意見調整を行ったう
えでとりまとめたものです。今後，分
かりやすいリーフレットの作成や市民
しんぶんによる広報，市政出前トーク
等により，本計画（案）の市民への周
知と啓発に努めて参ります。

　－
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分類
番号 分類 御意見の概要 御意見に対する市の考え方

計画へ
の記載

5 計画の進行
管理につい
て

耐震性の低い住宅は，地震の時に，壊れやすいので耐
震の高い住宅に直すことが，重要であると思う。

今後は，本計画（案）に基づき，住
宅・建築物の耐震化を推進していきま
す。

記載済

6 その他 「耐震化率」について説明が必要ではないか。 耐震化の現状把握に際して，住宅と特
定建築物の耐震化率の推計方法を説明
しています。

記載済

住宅について重点項目を４つ（①建築密度の高い市街
地内の住宅，②耐震性能が特に低い住宅，③伝統構法
で建設された伝統的町家，④分譲共同住宅（マンショ
ン））あげているが，京都市は高齢化率の高い都市で
あり，「高齢者世帯等の災害時の要配慮者の住まい」
も重点項目の中に入れていただきたい。

住宅の耐震化は，所有者等の自助努力
を基本として考え，重点的に耐震化を
促進すべき住宅は，都市全体の防災性
能の向上等の観点から，４つとしてい
ます。
ご指摘の「高齢者世帯等の災害時の要
配慮者の住まい」の耐震化は，重要な
課題であると考えており，本計画
（案）にあるように，今後，寝室や居
間の補強工事等，部分的な補強工事に
ついても支援を検討して参ります。

　－

ソフトな安全対策の推進の例示については，もっと重
要な対策がいろいろあり，十分に検討していただきた
い。
耐震性が低い住宅に住む高齢者等の公共賃貸住宅等へ
の住み替えの推進とは耐震性が低い住宅の取り壊しの
推進につながり，確実に耐震化率の数字はアップする
が，最後の手段であると考える。

ソフトな安全対策については，引き続
き，具体策の検討を進めて参ります。

　－
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